
幹部会議議事概要

【幹部会議】

１ 日 時：令和５年８月14日（月）９時30分～10時24分

２ 場 所：知事室

３ 出席者：11名

玉城知事、照屋副知事、池田副知事、島袋政策調整監、

知事公室長、総務部長、企画部長、子ども生活福祉部長、

農林水産部長、観光政策統括監、土木建築部長

４ 内 容：

(1) 三役等日程について
（今週の主な日程）

14日 要請受 宮古島市による台風第６号被害対応に関する要請（要請者：宮古島市）

（照屋副知事）

〃 内部統制推進本部（玉城知事、照屋副知事、池田副知事）

15日 表敬 東村長 當山 全伸氏（玉城知事）

16日 竹富町への行政視察（～８月17日）（玉城知事）

17日 管理者特別研修（照屋副知事）

「観光月間」オープニングセレモニー（照屋副知事）

18日 ちゅらうちなー安全なまちづくり功労者表彰式（池田副知事）

〃 表敬 ワールド王修会 会長 知念 賢木綿氏、ベトナム国際武術アカデミー CEO

ダン・タム・トアン氏（照屋副知事）

19日 第33回「児童・生徒の平和メッセージ展」開会式及び表彰式（池田副知事）

20日 国際交流演武大会（照屋副知事）

(2) 報告事項

ア 令和５年台風第６号による農林水産業被害報告（第４報）（農林水産部）

イ 台風第６号に係る被害及び対応状況等（文化観光スポーツ部）

ウ 災害救助法適用に伴う救助事務等について（子ども生活福祉部）

エ パーソントリップ調査の実施について（土木建築部）

(3) その他

県政情報に係る発表事項等について（知事公室）

５ 知事等発言
台風第６号の被害にあった農林水産物について、国への要請も含めて、県がどのような

支援ができるかを検討すること。（知事）

以 上

















意見交換事項等

所管部局：文化観光スポーツ部

件名 台風第６号に係る被害及び対応状況等

【被害等の状況】令和５年７月31日～８月７日

１．沖縄県観光案内所（那覇空港・旭橋）の状況
問い合わせ総数 ：1,194件（うち来訪884人）
うち台風に関する内容：113件
主な問い合わせ内容 ：①飛行機の欠航に伴うホテル探し

②フライト状況の問い合わせ
③交通機関・施設に関する問い合わせ

※旭橋の観光案内所については、暴風警報発令中でも対応がで
きるよう体制強化を行った。

２．欠航便・クルーズ船の状況
（１）那覇空港・離島空港の滞留者：なし

（２）欠航便情報
国内線：2,068便、影響人数：319,317人
国際線： 87便、影響人数： 15,679人

内容
（３）クルーズ船：２便

（7/31基隆ー那覇ー石垣ー基隆、8/5上海ー那覇ー上海）

【県の対応等】
７月28日の台風発生直後から、沖縄観光情報 Web サイト「お

きなわ物語」や「VISIT OKINAWA」等により、各種の情報発信
に努めてきたところ。

引き続き、被害状況や観光客への影響の把握等を行う。

航空便の欠航等により延泊が必要となった観光客が、滞在先を
確保できるよう、Web 上でホテル等の空室情報が掲載できない
か、「台風時観光客対策協議会（県、OCVB、航空会社等の観光
関連団体を中心に構成）」を中心に検討している。
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報告事項
所管部局：土木建築部

件名 パーソントリップ調査の実施について

【経緯・現状】
○パーソントリップ調査は、「どのような人が、どのような目的・交通

手段で、どこからどこへ、どのような時間帯に、移動したか」という、

人の１日の動きを把握するためのアンケート調査である。

○沖縄本島中南部都市圏は、県人口の８割以上が集中し、渋滞等の共通

した課題を抱えていることから、中南部を一つの都市と捉え、これま

で３回調査を実施している。

○前回調査から１７年が経過し、その間に沖縄都市モノレールの延長や

西海岸道路一部供用等、交通・道路環境は大きく改善されている。

○一方で交通渋滞の慢性化や公共交通利用者の減少などが依然として課

題であることから、パーソントリップ調査を実施し、現在の交通実態

内容 を把握・分析した上で、中南部都市圏における将来の都市交通のあり

方を提案するものである。

【報告内容】
○沖縄本島中南部都市圏パーソントリップ調査の概要

（１）調査対象圏域

・読谷村、うるま市以南の中南部都市圏１７市町村が対象である。

（２）調査実施期間

・調査票は令和５年９月末から配布を開始し、１０月から１１月

までの平日を調査日とする。

（３）調査対象者

・中南部都市圏の１７市町村にお住まいの方から、無作為に選ば

れた約１０万世帯、約２３万人が対象である。

（４）調査方法

・対象世帯あてに、調査票を郵送で配布し、郵送またはＷＥＢ（ス

マートフォン、パソコンなど）で回答が可能である。

（５）広報活動

・近年、回答率の低下が顕著であることから、県民に対し行政の

調査であることや調査の主旨を理解していただくため、広報が

非常に重要である。

・１７市町村のキャラクターロゴ入りのポスターやチラシ、広報

誌・新聞・テレビ・ラジオ等、市町村と連携し、９月から広報

を開始する。

・また、「わった～バス党」による、パーソントリップ調査関連の

動画やラジオ CM 等、企画部交通政策課と連携し、広報活動に

取り組んでいる。

-5-



2


